那須訪問診療所
（訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション）運営規程

（事業の目的）
第1条 那須訪問診療所（以下「事業所」という。）が行う訪問リハビリテーション及び、介護予防訪問リハビリテーションの事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するための人員及び管理運営に関する事項を定める。この事業は、疾病、負傷等で寝たきりの状態またはこれに準ずる状態にあり、かかりつけの医師が訪問リハビリテーションの必要を認めた高齢者に対し、理学療法士が訪問して、在宅生活上必要なリハビリテーションを行うとともに、在宅福祉サービス及び保健サービスとの連携・提携を図り、在宅要介護者の生活の質の向上を図ることを目的とする。

（運営の方針）
第2条 事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、かかりつけの医
師の指示のもと、対象者の心身の特性を踏まえて、生活の質の確保を重視し、健康管理、全体的な日常動作の維持・回復を図るとともに、在宅医療を推進し、快適な在宅療養が継続できるように支援するものである。
　2　 指定(介護予防)訪問リハビリテーションの提供に当たって、要支援者が可能な限りその居
宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の居宅において、理学療
法、作業療法、言語聴覚療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持、向上を目指すものとする。
　3　 指定(介護予防)訪問リハビリテーションの実施にあたっては、関係市町村、地域の医療、保健、福祉サービス機関、地域包括支援センター、住民による自発的な行動による介護予防、訪問サービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者と密接な連携に努め、協力と理解のもとに適切な運営を図るものとする。

（事業所の名称等）
第3条 指定（介護予防）訪問リハビリテーションを行う事業所の名称及び所在地は、以
下の通りとする。
(1) 名　称　医)弘徳会　那須訪問診療所
(2) 所在地　栃木県那須塩原市佐野2-19

（職員の職種、員数及び職務内容）
第4条　事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は、以下の通りとする。
(1) 訪問リハビリテーション職員　理学療法士、言語聴覚士、作業療法士　適当数
(2) 職務内容
1 身体機能訓練（麻痺の改善、関節や筋肉の状態調整、筋力向上、座位や立位訓練、言語機能、嚥下機能など）
2 生活動作練習（歩行練習、着替え動作練習、トイレ動作練習、入浴動作練習、摂食動作練習、実用的コミュニケーション練習など）
3 応用動作練習（家事動作練習、外出練習など）
4 ご家族様への介助方法説明
5 ご利用者様・ご家族様への障害や能力の説明
6 その他、ご利用者様・ご家族様が生活の中で不安に感じていることに対応

（営業日・営業時間）
第5条　事業所の営業日及び営業時間は、以下の通りとする。
(1) 営業日
原則として月曜日から金曜日までとする。但し、国民の祝日及び12月29日から1月3日までを除く。
(2) 営業時間
午前9時から午後6時までとする。
(3)　電話等により、勤務時間内の常時連絡が可能な体制とする。

（指定（介護予防）訪問リハビリテーションの料金）
第6条　指定（介護予防）訪問リハビリテーションの料金(時間・加算・自費分)は別添「料
金表」の通りとする。

（指定（介護予防）訪問リハビリテーションにおける通常の事業の実施地域）
第7条　指定（介護予防）訪問リハビリテーションにおける通常の事業の実施地域は、
那須塩原市　大田原市　那須町とする。

（緊急時の対応）
第8条 緊急時(事故発生時)の対応方法については、あらかじめかかりつけの医師、利用者
と確認し指定（介護予防）訪問リハビリテーションを開始するものとする。
　2　 訪問リハビリテーション職員は、指定（介護予防）訪問リハビリテーション実施中
に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかにかかりつけの
医師に連絡し、適切な処置を講じるものとする。かかりつけの医師と連絡が出来な
い場合には、緊急搬送等の必要な処置を講じるものとする。
　3　 訪問リハビリテーション職員は、前項についてしかるべき処置をした場合は、速や
かに管理者及び主治医に報告しなければならない。

利用者の状態がどの程度なのか判断する
① 生命の危機（意識なし、呼吸なしなど）
② 即、入院治療が必要な程度の状態
③ 往診・外来受診による検査・治療が必要な程度の状態
④ 経過観察でよい場合
以下の手順で対応
Ⅰ　緊急度・治療の必要性を判断する
　↓　　　① 生命の危機 ② 入院治療 ③往診・外来受診 ④ 経過観察
　↓　　　判断が難しい時は、主治医または連携医師または管理者に相談
Ⅱ　主治医などに報告
　↓　　　　・ 主治医または連携医師と管理者に連絡・状況説明
　↓　　　　・ 医師の指示を受ける
Ⅲ　利用者への必要な対応を行う
　　　　　入院の手配 
　　　　　外来受診の手配
　　・ 入院・外来受診先の指示受け
　　・ 移送手段の選択
　　・ 必要物品の準備
　　・ （必要時）同乗・同行
Ⅳ　その後の連絡・対応を行う

(苦情への対応)
第9条　当事業所は、利用者又は、その家族から相談・苦情があった場合の対応について
は、円滑・迅速に対応することとする。
　 ＜当診療所の常設窓口＞
     担当者　高久晋
     電話　0287-73-5049　　FAX 　0287-73-5515
     電話対応時間　　9:00～17:00(土日祝、年末年始除く)
　 尚、担当者不在であっても、基本の事項については誰でも素早い対応ができるように、
教育または環境整備を整え、必ず担当者に引き継ぐものとする。

（虐待の防止のための措置に関する事項）
 第10条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じる。
1 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的 に開催するとともに、その結果について、従業者に十分に周知する。 
② 虐待の防止のための指針を整備する。 
③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 
④ 前③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 
2 前項①に規定する委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと
する。
（身体拘束等の適正化）
第11条
(1) 利用者又は利用者家族等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等は行わない。
(2) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。

（業務継続計画の策定等）
第12条
(1) 感染症に係る業務継続計画及び災害に係る業務継続計画を作成、定期的に見直し、必要に応じて計画の変更を行い、感染症や災害の発生時には当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる。
(2) 感染症及び災害に係る研修及び訓練を定期的に実施する。




（衛生管理）
第13条
(1) 感染症の予防及びまん延の防止のため、指針の整備、定期的な委員会の開催、研修及び訓練をする。
(2) 訪問職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努める。

（カスタマーハラスメントへの対応）
第14条
(1)本事業所は、利用者又はその家族等からの言動のうち、社会通念上相当な範囲を超える
要求又は言動により、職員の就業環境を害するおそれのある行為（以下「カスタマーハラスメント」という。）について、職員の安全及び尊厳を確保し、適切な介護サービスを継続的に提供するため、組織として必要な対応を行うものとする。
(2)前項に定めるカスタマーハラスメントには、次に掲げる行為を含むものとする。
ただし、これらに限られるものではない。
①暴言、威圧的な言動、人格を否定する発言
②業務の範囲を超える過度又は不当な要求
③合理性を欠く長時間の拘束や、執拗な要望・クレーム
④その他、職員の就業環境を著しく害する行為
(3)本事業所は、職員が安心して相談できる相談体制を整備し、職員研修や対応マニュアル
を整備して、必要に応じて法人本部、関係機関等と連携しながら対応するものとする。
(4)本事業所は、カスタマーハラスメントが発生した場合、複数名による対応、事実関係の
記録、管理者への報告等を行い、状況に応じて適切な対応を講ずるものとする。
(5)カスタマーハラスメントが継続し、又は著しく悪質であると認められる場合には、サー
ビス提供方法の見直しその他必要な措置について、利用者又はその家族等と協議を行うことがある。

（社会情勢及び天災時の訪問リハビリテーションについて ）
第15条
(1)社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱などにより、訪問
リハビリテーションの業務の履行が難しい場合は、日程、時間の調整をさせて頂く場合があることとする。
(2)社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱などにより、訪問
リハビリテーションの業務の履行が遅延、もしくは、不能になった場合、それによる損害賠償責任を当事業所は負わない。










(その他運営に関する重要事項)
第16条　当事業所は、社会的使命を十分認識し、職員の資質向上を図るため、研究・研修の機会を設け、また業務体制を整備する。
1 採用時研修　　採用後1ヶ月以内
2 継続研修　　　年2回
　　2　職員は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。
　　3　職員であったものに、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密の保持させるため、職員でなくなったあとにおいても同様とする。
　　4　この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、事業所の管理者との協議に基づき定めるものとする。

　　附則
　　この規定は令和6年1月1日から施行する。

　　改定
　　令和8年10月1日
